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【令和５年度実績】 

1. 高度情報人材の育成を目的とする学部・大学院教育の改革 

「教育」 

実績報告 

「令和 5年度大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る

支援）」に採択 

 我が国のデジタル分野を牽引する高度人材の育成・輩出を担う大学・高専の機能強化を目的と

する大学改革支援・学位授与機構の標記支援事業に，情報科学研究科とともに申請した「情報系

学位プログラムと連携した高度情報人材育成」が採択された。本支援事業（一般枠）は，既設の情

報系分野に係る研究科，専攻，コース等の設置・増員等による体制強化を図る取組を対象として

いるが，本申請では，大学院に加えて情報技術に関わりの深い 3学科（機械知能・航空工学科，

電気情報物理工学科，建築・社会環境工学科）の機能強化を提案し，3学科合わせて 40名の学

生定員の臨時増員（10年間）を達成した。設置審により学生定員が厳しく制限されている学部課

程において増員を達成したことは，学部教育の多様性・柔軟性を図るうえで大きな成果と考えて

いる。事業対象の 3学科には，次項で述べる「クロス情報プログラム」の履修と情報に関連する卒

業研修を組み合わせた「情報特別コース」を設置し，令和 6年度入学者より受け入れる。 

大学院においては，3専攻（航空宇宙工学専攻，通信工学専攻，および土木工学専攻）を事業対

象とし，令和 6年度より修士課程 30名，令和 8年度より博士課程 3名の増員を達成した。これ

らの専攻の修士課程には，「高度情報人材MCプログラム」を開設し，令和 6年度入学者より実

施する。本プログラムでは，情報技術に関連する 3つの学位プログラム「データ科学国際共同大

学院プログラム」，「人工知能エレクトロニクス卓越大学院プログラム」，「グリーン×デジタル産学

連携大学院プログラム」と連携して，データサイエンス，英語スキル，アントレプレナーシップ・マネ

ジメント教育を実施する。各専攻のカリキュラムによる専門教育に加えて，本プログラムを受講さ

せることにより，情報スキルでイノベーションを起こし，世界で活躍できる人材の育成を目指す。 

  

工学部全学科に「クロス情報プログラム」を設置 

高度情報人材は，AIやデータサイエンスの学理を研究する専門分野のみではなく，工学のあら

ゆる分野で渇望されている。そこで，全学科に，既存のコースのカリキュラムと並列させて，各学

科・コースの専門科目とともに情報に関する科目を履修できる「クロス情報プログラム」という選択

制のカリキュラムを設置し，令和 6年度入学者より受け入れる。本プログラムの受入れ人数は

270名であり，工学部学生定員のおよそ 1/3を対象とする大規模な学部教育改革である。これに

より，工学の知識や技術を基礎としつつ，情報技術を応用して新たな価値を創造できる「工学×情

報」人材を育成する。 

「クロス情報プログラム」では，本学の教育資源を生かし，まず，挑創カレッジ「東北大学コンピュテ

ーショナル・データサイエンス・プログラム（CDSプログラム）」を履修して，プログラミングや機械学

習，数学，統計学など，数理・データサイエンスの手法を適用して問題を解決するための基礎知

識・技能を修得する。さらに，専門教育においては，「学部専門 AIMD (AI, Mathematics and 

Data science) 関連科目」をはじめとする工学共通科目により，コンピュータの仕組みやアルゴリ

ズム，人工知能などに関する知識を学ぶとともに，所属する学科・コース独自の情報を応用した専
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門科目を学ぶ。「クロス情報プログラム」を選択した場合の卒業要件単位数は，既存のコースプロ

グラムを選択した場合と同じであり，各学科・コースの授業科目と情報関連科目を無理なく履修で

きるカリキュラムとしている。 

 

  

工学教育院に「TISシステムインテグレーション教育プログラム共同研究部門」を設置 

 工学教育院には，企業と連携して教育プログラムを開発・運営する工学教育社会連携部門があ

る。これまで，三菱ふそうトラック・バス株式会社と連携して「三菱ふそう実践的工学教育プログラ

ム共同研究部門」（令和元年～4年度，総額 63,840千円）を設置していたが，令和 6年度より，

新たに TIS株式会社と連携して標記の共同研究部門（令和 6～7年度，総額 32,500千円）を設

置するに至った。TIS株式会社は，顧客の業務内容における課題分析のコンサルティングから，

システムの企画・立案，プログラムの開発，ハードウェア・ソフトウェアの選定・導入，完成したシス

テムの保守・運営までを総合的に行うシステムインテグレーション会社であり，そのプロフィールを

生かし，また三菱ふそうとの共同研究部門で創出したスキームを最大限に活用して，教育プログ

ラムを開発・運営する。具体的には，社長による特別講演や，先方のエンジニア，本部門の専任

教員による課題解決型学習（PBL）を取り入れた講義を通して，ソフトウェアの社会実装やシステ

ム統合に関する最新技術を体得するとともに，さまざまな課題に対応できる創造的な発想力とマ

ネージメント能力，加えて人工知能の効果的活用スキルを身につけた人材を育成する。また，本

学の教員による最先端分野のトピックに関する講義を先方企業のエンジニアや経営層に提供し，

リスキリング教育を実施する。上述した高度情報人材育成支援事業（「情報特別コース」，「高度

情報人材MCプログラム」）や「クロス情報プログラム」とも連携して，高度情報人材の育成を図る

予定である。 

 R5実績 ver.pptx,  工学×情報だからこそできること.jpg 

 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/R5%E5%AE%9F%E7%B8%BEver.pptx
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%B7%A5%E5%AD%A6%C3%97%E6%83%85%E5%A0%B1%E3%81%A0%E3%81%8B%E3%82%89%E3%81%93%E3%81%9D%E3%81%A7%E3%81%8D%E3%82%8B%E3%81%93%E3%81%A8.jpg
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2. 社会と共にある研究・産学連携の推進 

「研究」 

実績報告 

（１）外部資金の大幅な増加 

 研究費獲得金額が過去 3年間継続的に増加傾向を示し，令和５年度は共同研究等を含めた受

託研究等の受入総額は約 38億 9千万円であり，前年度と比較して、2億 6千万円増加となっ

た．特に受託研究は前年度と比較して約 4億 5千万円増、29％増となった．受託研究の大幅増

の要因の 1つとして、今年度から開始した第 3期 SIPの採択増加がある。工学研究科から学内

唯一の PDも選出されており、6課題が採択され、採択額は SIPだけで約 2.7億円であった。い

ずれも、社会的課題の解決や日本経済・産業競争力にとって重要な課題に取り組んでいる。ま

た、受託研究等の受入れとは別に、科学研究費助成事業においては、令和５年度内定額が 14

億円を超え、過去 10年間で最高となった。最高額の要因として、特別推進研究や国際先導研究

等の大型研究費の採択が挙げられる。 
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（２）共創研究所設置と社会実装の推進 

 本学の共創研究所の制度発足当初から制度拡大に貢献し，令和 5年 3月現在設置数 24件

中，半数を占める 12件が工学研究科に設置されており，学内において産学共創を継続的に牽引

している．また、このうち 2件はグリーンクロステック研究センターにも設置されるが、受入教員

（運営支援責任者）はいずれも工学研究科の本務教員である。多くが研究テーマ探索型であり，

新しい新技術の開拓と発見を目指す未来志向研究といえる．「共同研究講座・共同研究部門」制

度についても令和 5年度設置数 37件中 10件が工学研究科であり，共創研究所ともに学内設置

数が 1位であり，産学連携をリードしてる．令和 5年度のライセンス収入のあるライセンス数が 12

月末時点で全学の 20%を占めて学内 1位であり，社会実装及び産業振興も活発に行っている。 

 

（３）インフラ・マネジメント研究センターによる地域貢献 

 工学研究科内に設置している産学官連携センターであるインフラ・マネジメント研究センター（以

下 IMCと言う）は、共同研究を通じて全国の自治体の道路施設等のインフラ維持管理の支援を

行っている。特筆すべきことは、一企業の支援ではなく、自治体の支援を全国区で行っていること

である。 

インフラの老朽化と維持管理は日本はもちろんのこと、世界的な課題であり、IMCは課題解決の

ため、先端技術を活用した地方自治体向けの新しいインフラメンテナンスサイクルシステムを構築

するとともに、新たに構築したシステムを実際のインフラ維持管理業務に導入し、社会実装を行う
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ことを目的として、令和 3年度から「インフラ情報マネジメントプログラム」共同研究部門を開設し、

連携先自治体に順次導入している。令和 5年度からは、新たに、新しい道路インフラマネジメント

システムの構築を目的として「インフラマネジメント“足すテナビリティ”」共同研究部門を開設し、自

治体管理道路の長寿命化に関する地域実証を全国 19か所で行った。 

 

また、地方自治体を対象としたインフラ維持管理勉強会も継続的に開催している。 

ＩＭＣのこれまでの学内外における活動や「社会にインパクトある研究」等における研究開発で得

られた成果やノウハウ等に基づいて、第３期戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）にインフ

ラ分野が解決すべき課題と目指すべき社会像を盛り込んだ課題「スマートインフラマネジメントシ

ステムの構築」を提案し、東北大学から第３期唯一のプログラムディレクター（ＰＤ）として、令和 5

年度からＩＭＣセンター長の久田真教授が選出された。 

 SIP.pdf,  研究アクティビティ.pdf,  R5ライセンス数.pdf,  IMC共同研究部門取組実

績.pdf,  IMCインフラ維持管理勉強会.pdf,  科研費採択額.png,  共創研究

所.png,  IMC取組 1.PNG,  IMC取組 2.PNG,  受託研究等受入（総額）.pdf,  受託研

究受入.pdf,  受託研究等受入（総額）.png 

 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/SIP.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%82%A2%E3%82%AF%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%93%E3%83%86%E3%82%A3.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/R5%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B9%E6%95%B0.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/IMC%E5%85%B1%E5%90%8C%E7%A0%94%E7%A9%B6%E9%83%A8%E9%96%80%E5%8F%96%E7%B5%84%E5%AE%9F%E7%B8%BE.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/IMC%E5%85%B1%E5%90%8C%E7%A0%94%E7%A9%B6%E9%83%A8%E9%96%80%E5%8F%96%E7%B5%84%E5%AE%9F%E7%B8%BE.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/IMC%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%95%E3%83%A9%E7%B6%AD%E6%8C%81%E7%AE%A1%E7%90%86%E5%8B%89%E5%BC%B7%E4%BC%9A.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E7%A7%91%E7%A0%94%E8%B2%BB%E6%8E%A1%E6%8A%9E%E9%A1%8D.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%85%B1%E5%89%B5%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%85%B1%E5%89%B5%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/IMC%E5%8F%96%E7%B5%841.PNG
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/IMC%E5%8F%96%E7%B5%842.PNG
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%8F%97%E8%A8%97%E7%A0%94%E7%A9%B6%E7%AD%89%E5%8F%97%E5%85%A5%EF%BC%88%E7%B7%8F%E9%A1%8D%EF%BC%89_0.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%8F%97%E8%A8%97%E7%A0%94%E7%A9%B6%E5%8F%97%E5%85%A5_0.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%8F%97%E8%A8%97%E7%A0%94%E7%A9%B6%E5%8F%97%E5%85%A5_0.pdf
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%8F%97%E8%A8%97%E7%A0%94%E7%A9%B6%E7%AD%89%E5%8F%97%E5%85%A5%EF%BC%88%E7%B7%8F%E9%A1%8D%EF%BC%89_0.png
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3. グリーンクロステック研究センターの設立と社会実装の推進 

「研究」 

実績報告 

工学研究科は、ナノテラスの誘致が決定されて以降、産学連携や研究成果の社会実装を見据え

たナノテラスの有効活用について検討を重ね、令和 5年度概算要求をし、新規で認められた。概

算要求採択前から、先行してグリーンクロステック研究センターを設置し、国立大学最大級のサイ

エンスパーク整備に向けたグリーン分野における新たな産学共創の場の形成や、ナノテラスを活

用した産学連携・社会実装による国内産業の競争力強化も視野に入れ、工学研究科内で検討

し、人員配置も含めて体制を構築した。また、放射光施設に詳しい URAを採用し、貴重な照射時

間を有効に活用するため、技術相談や技術審査等、工学研究科教員のナノテラス利用に係る窓

口として活躍頂き、工学研究科の年間持ち時間 400時間を有効に活用するための仕組みを構築

した。 

概算要求の建付け上、グリーンクロステック研究センターをグリーン未来創造機構のセンターとし

て設置することになったが、グリーンクロステック研究センターは、センター長をはじめ、４つの部

門長も全て工学研究科の専任教員であり、実質工学研究科主導でセンターを運営している。 

 

 工学研究科本務教員が、センターに共創研究所 2件（うち 1件は令和 6年 4月から）を設置し、

ナノテラスの利活用を産学連携に繋げている。 

 体制図.pptx,  組織体制・教員配置.pptx,  体制図.png 

 

4. メタマテリアル産学共創の場 研究革新拠点（Meta-RIC）による”研究

発”社会実装の加速 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E4%BD%93%E5%88%B6%E5%9B%B3.pptx
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E7%B5%84%E7%B9%94%E4%BD%93%E5%88%B6%E3%83%BB%E6%95%99%E5%93%A1%E9%85%8D%E7%BD%AE.pptx
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E4%BD%93%E5%88%B6%E5%9B%B3.png
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「研究」 

実績報告 

１．研究開発の特徴 

 金森教授らは、光など電磁波の自在なコントロールを可能にする人工光学物質「メタマテリアル」

を長年研究し、負の屈折率の実証（2000年）によって光学の常識が覆され、空想であった透明マ

ントが現実味を帯び、各種応用を含め産業界の市場は拡大の一途を辿って注目されている。メタ

マテリアルは、対象とする電磁波の波長よりも小さな単位構造体を利用して、磁気的・電気的性質

を設計することで、従来の電磁波（光）制御技術の限界を突破し得る革新的材料・技術である。海

外にはメタマテリアル研究拠点があり、優秀な若手研究者や企業研究者が集う革新的テクノロジ

ー創出の場が形成され、国内発の研究革新拠点が望まれていた。図１は。国際卓越研究大学構

想重点 KPIを先導する金森教授のメタマテリアル等研究の特許戦略と研究拠点後の出願実績を

示す。Meta-RIC研究革新拠点を作る前には、基本技術の単独出願と権利化を先行させ、拠点

構築後には企業との共同研究や共願数を増加させた。 

 

  

２．産学共創の舞台（研究革新拠点（Meta-RICコンソーシアム））開設 

 図２は、2022年 6月 1日に開始した「基礎研究」「応用研究」「社会実装」からなる 3層構造のメ

タマテリアル研究革新拠点(Meta-RIC) 体制を示す。拠点の構成は、金森義明教授（拠点長）＋

研究室(専任 1名)＋企業＋研究企画室 1名。 
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 産学共創の舞台である「コンソーシアム」は、真剣に社会実装を目指す参画企業の学び・情報収

集の場（公開）として、2022.12.6キックオフ大会以降 8回の開催を実施して、潜在的なメタマテリ

アル社会実装に向けた企業同志の仲間作りの場（サプライチェーン作り）として設置した。なお、図

2中には未記入だが、特定応用テーマに的を絞った分科会は、サプライチェーンを意識した複数

企業の参画による非公開活動として運営する体制とした。企業との２者間共同研究は、Meta-

RIC研究革新拠点の外枠での非公開活動である。研究企画室と連携しながら、研究室に専任の

技術系管理者を置いて、企業に関わる契約上のコンフリクト等が発生しないよう、企業との会議及

び契約の進捗等を管理運営する体制を敷いている。 

 会員企業（Webに公開）は下記 11社を含め、計 19社参加(2024.3月)。 

 JSR株式会社、北日本電線株式会社、シチズンファインデバイス株式会社、大日本印刷株式会

社、DIC株式会社、東北電力株式会社、TOPPAN株式会社、藤森工業株式会社、松浪硝子工

業株式会社、株式会社 リコーほか 

https://web.tohoku.ac.jp/kanamori/0meta-ric/custom2.html 

３．特許戦略  

3-1 基本技術の単独出願重視と早期権利化戦略等 

  金森教授らは、研究企画室の支援の下、政府の国際卓越研究大学構想が顕現化する前

（2015年）から、単独出願重視の研究開発（図 1）を進め、2022年 6月 1日付、国内初メタマテリ

アル研究革新拠点（Meta-RIC）を開設（図 2）、以降も単独出願重視の特許出願戦略を発展させ

ている。 

・特許出願数は 35件（2024.3月公開）、うち登録特許数は 12件。以下に、メタマテリアル研究の

社会実装を実現する為の基本的な登録特許を挙げる。 

・特許 7,345,783号（特願 2019-556163号）「選択波長反射体」 

https://web.tohoku.ac.jp/kanamori/0meta-ric/custom2.html
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・特許 7,202,661号（特願 2019-537682号）「メタマテリアル構造体および屈折率センサ」 

・特許 7,268,880号（特願 2019-537584号）「透過型導波モード共鳴格子一体型分光デバイス

及びその製造方法」 

・特許 7,191,375号（特願 2017-2864号）「金属・誘電体・金属の３層構造を有する光変調構造

体、その製造方法及び用途」 

3-2 未公開出願（出願後 1.5年以内）の企業開示戦略 

  単独出願のライセンス化率向上施策として、23年度後半から未公開出願を（将来のライセン

スに）関心ありそうな企業に対して守秘義務等誓約書を課す形の開示交渉を始めた。誓約書合意

1件（24.7.2） 

４．成果（実績） 

  図３は、メタマテリアル研究革新拠点（Meta-RIC）の開設（2022年 6月 1日）以降、約 2年間

の成果を示す。Meta-RICコンソーシアムに加入した会員数は、開設直後の 22年 3Qに瞬時的

に 13社に増加、24年第 2Qの現在でも 18社と安定している。この間、企業との二者間共同研究

費は拡大し、現在は 4500万円／年超えとなっている。また、メタマテリアル研究革新拠点

（Meta-RIC）の活動に強い関心を持つ企業からの技術相談数は絶えなく続く（図４）。 
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５． ニュースリリース等（新聞等掲載）(参考資料) 

1. 2024.2.19 東北大学プレスリリース「メタマテリアルで 6G通信向け周波数チューナブルフィルタ

を開発」、研究成果は米国光学会誌 Optics Letters、2024.2.9日付掲載 

2. 2023.818-25号 Newsweek国際版 vol.181、「坂口電熱（株）と共同開発したミニマルレーザ水

素アニール装置および産学連携活動」 

3. 2022.8.7 Nikkei Tech Foresight 「東北大、5G/6G電波を透過する遮熱窓 消費電力抑制」 

4. 2022.8.7 東北大学プレスリリース「次世代通信「6G」向け電波偏向制御技術を開発」、8/8電

波新聞、8/21日刊工業新聞掲載 

5. 2022.6.13 東北大学プレスリリース「メタマテリアル研究革新拠点を開設・国内発「メタマテリア

ル」を専門とする研究開発センター」、6/14日刊工業新聞、6/15日経新聞掲載 

6. 2022.3.10 東北大学プレスリリース「6G通信向け電波制御材料 安価に大量生産・世界初部材

として供給可能な三次元バルクメタマテリアルを開発」、3/25日経新聞掲載、ほか 
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６． 研究紹介（参考資料)  

 メタマテリアルは、応用分野が幅広く、異分野融合研究が不可欠である。本拠点では、メタマテリ

アルをコアテクノロジーとして、以下の革新的研究開発を主軸にこれらを社会実装するための国

際的拠点形成を目指します。 

・Beyond 5G/6G通信用メタマテリアルの開発 

・ロボット用メタマテリアルの開発 

・バイオ・メディカル用メタマテリアルの開発 

・カーボンニュートラルに向けたメタマテリアルの開発 

・メタマテリアルの製造基盤・先端計測技術の開発 

 次世代通信技術「6G」をはじめ、情報通信、ナノ・マイクロ光学、ロボティクス、医療・バイオ、エ

ネルギーなど幅広い分野の産業展開を見据え、研究開発を推進しています。 

 また、金森義明教授が研究代表者として推進している JST-CREST「時間変調メタマテリアル非

線形フォトニクスの基盤構築（グラント番号 JPMJCR2102）」の研究開発拠点としての役割も果た

しています。 
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 図 1.png,  図 2.png,  図 5.png,  メタマテリアル参考資料.pptx,  図 3.png,  図

4.png,  図 20.png 

 

5. 工学研究科 DEI推進プロジェクト～雇用促進策の成果と学生支援への

展開～ 

「社会との共創」 

実績報告 

（１）女性構成員比率の増加と更なる雇用推進策の導入 

表１に、全学の DEI推進委員会報告書に掲載予定の女性教員比率の推移を示す。昨年度実施

した DEI推進公募により、教授職の女性が 7名となり、令和 4年度の比率の 2倍以上に増加し

た。また、助教職の女性比率も増加している。特に、助教職については、工学部独自の雇用促進

策（DC修了採用枠）の成果でもある。そこで、この採用枠の更なる充実を目指し、対象者を本研

究科のみならず、学内他研究科や他大学の大学院も含む形に拡大し、令和 7年度まで継続する

ことを決定した。さらに、このような促進策で育成された人材のキャリアアップの実現を目指し、准

教授以上の職への任用の際に任用ポストと助教ポストの差に相当するポイントを第 4期中期計

画期間終了時まで付与する新たな雇用策を導入することとした。今後、積極的な運用を推進して

いく。 

  

表１ 女性教員比率の推移（過去 3年間） 

 

表２に、（一社）八大学工学系連合会（旧帝大 7校と東工大の工学系研究科で構成、工学系博士

課程修了生の約 60%）の女性教員比率の比較を示す。本研究科の数値は 2024年 1月 1日、他

大学は公開されている 2023年 5月 1日のものである。時期が若干異なるものの、教授職の女

性比率 6.1%と助教職の女性比率 18.7%は何れもダントツでトップとなっている。その結果、総計

においても 9.4%とトップの女性教員比率を達成している。2年前の 2021年 5月 1日の時点で

は、教授職の女性比率は同率 5番、助教の比率はトップ、総計では 3番であったことから、DEI

推進プロジェクトの活動によって、女性教員比率が着実に増加している。 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B31_2.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B32_3.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B35_1.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%83%A1%E3%82%BF%E3%83%9E%E3%83%86%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%AB%E5%8F%82%E8%80%83%E8%B3%87%E6%96%99.pptx
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B33_3.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B34_4.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B34_4.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%B320.png
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表２ 八大学工学系連合会の女性教員比率の比較（2023年度） 

 

（２）研究科内の DEI推進のための取り組み 

・昨年度の DEI推進公募で導入された選考概要説明での記載事項 2点（無意識のバイアスを理

解し公正な評価を行うための FD受講の確認、女性応募者の選考に際し設定した選考基準や配

慮）を、全ての選考において導入した。このことが、女性応募者を増やすための活動（候補となり

得る女性研究者への積極的な声がけや研究室見学会の実施など）につながりつつある。 

・女子学生の孤立防止のためのネットワークづくりのイベントを 2件新たに実施した。 

1)工学部新入生女子交流会（4月 7日）参加者：教職員 14名、1年生 50名 

2)女子学生交流会（11月 13日-11月 17日）昼食会場を準備し解放、教員も参加 

 

工学部新入生女子交流会 

・昨年度、対象者を女子大学院生まで広げ、支援対象も論文投稿費、英文校閲費、学会参加費

（学生のみ）を含む形で拡充した「STEP-ALICEプログラム」は、非常に多くの応募があった。そし

て、前期 17件（教員 4件、学生 13件）、後期 1回目 12件（教員 3件、学生 9件）、後期 2回目 3

件（学生）を採択、支援した。 

・研究支援要員の派遣事業は、性別によらず育児期の教員を対象としており、本年度は 9名（女

性 8名、男性 1名）を支援した。 
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（３）中等教育環境に向けた DEI推進のための取り組み 

・オープンキャンパスにて女子中高生のためのミニフォーラム「工学にかける私の夢」を開催。参

加者は計 449名（26日 221名、27日 228名）と以前の参加者の数倍と過去最高を記録した。 

・新企画として、理系進学や工学部選択に悩む女子中高生向け（保護者・教員含む）のイベント「リ

ケジョ会議」（全 3回）をオンラインで開催（11月 22日、12月 21日、1月 27日）。中学 1年生から

高校 2年生まで、青森から佐賀まで全国 18都道府県から参加者が集まった（申込者 89名、参

加者 33名）。保護者の参加もあり、「大学生活や企業での女性の働き方など貴重な経験談を聞く

ことができ、とても参考になりました」などの感想を頂いた。今後、継続的に実施し定着させていき

たい。 

 

リケジョ会議 2023ポスター（全国 SSHおよび女子高約 300校に郵送） 

・「東北大学工学部 in東京」の特別企画「女子高校生・保護者向けの相談コーナー」を開催。社会

での工学系女性の働き方や仕事環境を紹介するため企業 4社の人事と卒業生が参加。（3月 24

日）。 

・出前講義（教員による研究紹介、女子学生によるキャンパスライフ紹介、ALicEによる大学紹介

の 3部構成）を 6件実施した。星稜高等学校（9月 23日）、群馬県立前橋女子高等学校（10月

13日）、東京都立大泉高等学校（11月 8日）、共立女子中学高等学校（11月 20日）、山脇学園

高等学校（12月 13日）、宮城県古川黎明高等学校（3月 19日）。 

・工学部前期日程一般選抜での志願者の女子学生比率は、昨年度 11.2%から本年度 14.6%まで

大きく増加した。解析が必要であるが、以上の活動の効果の一つと考えられる。 
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（４）DEI推進プロジェクト活動の外部への情報発信 

・DEI推進プロジェクト活動に関するマスコミからの取材を計 5件受けた。本年度の前期の取材

は DEI推進公募に関するもの、後期の取材は新たに企画した次世代向けのイベントに関するも

のである。 

 放映 3件：NHKスペシャル 4月 29日-30日、N H Kてれまさ 1月 12日、N H Kウィークエン

ド東北 1月 13日 

 新聞記事 2件：日刊工業新聞 4月 6日、日本経済新聞 6月 24日 

・DEI推進プロジェクト活動を紹介する依頼講演を計 3件行った。 

 1)米国電気電子学会(IEEE） Sendai WIE (Women in Engineering)（4月 22日） 

 2)(国研)情報通信研究機構イノベーション・デザイン・イニシアティブ（NICT）講演会（10月 25

日） 

  NICTでは、本研究科との意見交換や取り組みを参考に、女性対象の公募を実現し、2024年

4月 1日新規採用となったパーマネント研究職・研究技術職の女性比率が約 42%と劇的な向上

を果たすことができたとのことである。本件に関しては、NICTの令和 5年度自己評価書

(https://www.nict.go.jp/disclosure/r05-hyouka.html, p315)にも記載されており、本研究科の

取組が外部の工学系機関に対しても、大きな影響を与え DEIの促進に貢献していると考えられ

る。   

 3)日本学術振興会（JSPS）男女共同参画推進シンポジウム（12月 21日） 

  本シンポジウムは、工学研究科の取り組みも含め、参加者から大きな反響があったということ

で、学術センター研究員を始め、科研費の審査員や  応募者などにも視聴してほしいと、下記の

URLで講演動画が公開されている。また、この講演を視聴された外部機関からの講演依頼も続

いている。 

  https://cheers.jsps.go.jp/event/  

・DEI推進プロジェクト活動を紹介する依頼記事を 2件執筆した（1件は学術論文として掲載）。 

 1)青葉工業会報 67巻（12月） 

 2)工学教育 72巻 1号（1月） 

・DEI推進プロジェクトWEB（https://dei.eng.tohoku.ac.jp）にて、女性教員の見える化のため、

研究紹介スライド等掲載した。また、DEI関連データを随時更新し公開している。 

 表 1.png,  八大学比較表.png,  工学部新入生女子交流会.jpg,  リケジョ会議ポスタ

ー.png 

https://www.nict.go.jp/disclosure/r05-hyouka.html
https://cheers.jsps.go.jp/event/
https://dei.eng.tohoku.ac.jp/
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E8%A1%A81_2.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%85%AB%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E6%AF%94%E8%BC%83%E8%A1%A8_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%B7%A5%E5%AD%A6%E9%83%A8%E6%96%B0%E5%85%A5%E7%94%9F%E5%A5%B3%E5%AD%90%E4%BA%A4%E6%B5%81%E4%BC%9A_0.jpg
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%83%AA%E3%82%B1%E3%82%B8%E3%83%A7%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%83%AA%E3%82%B1%E3%82%B8%E3%83%A7%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png

